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３．事業の実施状況（医療分） 

 
平成29年度和歌山県計画に規定した事業について、令和2年度終了時における事業の実施

状況について記載。 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 
事業名 【NO.2】 

がん診療施設設備整備 

【総事業費】 
418,128 千円 

事業の対象となる区域 和歌山、那賀、橋本、有田、御坊、田辺、新宮の各区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～令和 5 年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 県内のがん治療水準の「均てん化」を進め、がんによる死亡率

を低下させるとともに、がん治療の入院期間の短期化を図り、限

られた医療資源の効果的に活用するため、急性期機能の集約化

と、急性期・回復期機能の分化・連携を促進し、地域医療構想に

定める質の高い医療提供体制を構築する必要がある。 

アウトカム指標： 

がん年齢調整死亡率(75 歳未満) 

82.2(平成 26 年度) → 69.9(令和 4年度) 

事業の内容（当初計画） がん診療及び治療を行う病院の設備整備について、補助を行う 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

医療機器整備を行う病院数  平成 29 年度 9 箇所 

             令和元年度以降 各 6箇所 

アウトプット指標（達成

値） 

医療機器整備を行った病院数 

平成 29 年度  7 箇所、令和元年度 8箇所、 

令和 2年度 7箇所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

 年齢調整死亡率(75 歳未満)  

82.2（平成 26 年度）→ 75.6（令和元年度） 

（１）事業の有効性 
  がん（悪性新生物）による死亡率が全国で 8 位（出典：国立

がん研究センターがん情報サービス[令和元年がん登録・統計]）
であり、ここ数年も高率、高順位で推移している本県において、

予防施策等と合わせて行うがん治療を実施する医療施設の設

備整備を支援することで、がん治療の体制整備を図ることがで

きた。 
（２）事業の効率性 
  設備整備にあたっては、各医療機関において入札等を実施す

ることにより、コストの低下を図った。 
その他  

 



   

３．事業の実施状況（介護分） 

 
平成29年度和歌山県計画に規定した事業について、令和２年度終了時における事業の実施

状況について記載。 

（事業区分 3：介護施設等の整備に関する事業） 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【NO.1（介護分）】 

介護施設等整備事業 

【総事業費】 
－  千円 

事業の対象となる区域 和歌山、那賀、橋本、有田、御坊、田辺、新宮の各地域 

事業の実施主体 法人、市町村 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 5年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

※ 事業の終期が平成 30 年度以降の場合、継続欄にチェックす

ること。事業の終期が平成 29 年度内の場合、終了欄にチェック

すること。 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を

図る。 

アウトカム指標：2030 年度までに施設（民間高齢者施設を

除く）16,600 床を確保（要介護認定者数の 20.4％程度） 

事業の内容（当初計画） ・施設整備の支援を行う。 

・施設等の開設・設置に必要な準備経費の支援を行う。 

・介護サービスの改善を図るため、既存の特別養護老人ホ

ームにおける多床室のプライバシー保護のための改修に

対して支援を行う。 

・介護療養病床の介護老人保健施設等への転換に対し、支

援を行う。 

・介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大リスク

を低減させるための取り組みを支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・施設整備の床数 

 地域密着型特別養護老人ホーム     35 床（1カ所） 

 認知症高齢者グループホーム      36 床（2カ所） 

・施設の開設床数 

 広域型老人福祉施設（改築含む）    94 床（1カ所） 

・多床室のプライバシー保護のための改修床数 420 床 

・介護療養病床からの介護老人保健施設等への転換床数 

405 床 
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・共生型サービス事業所の整備支援    1 施設 

・新型コロナウイルス感染拡大防止対策  69 施設 

アウトプット指標（達成

値） 

〈平成 29 年度〉 

・施設整備補助 なし 

・開設準備経費補助 なし 

・多床室のプライバシー保護のための改修補助 47 床 

・介護療養病床からの介護老人保健施設等への転換補助 

なし 

〈平成 30 年度〉 

・施設整備補助 なし 

・開設準備経費補助 なし 

・多床室のプライバシー保護のための改修補助 54 床 

・介護療養病床からの介護老人保健施設等への転換補助 

90 床 

〈令和元年度〉 

・施設整備補助 なし 

・開設準備経費補助 なし 

・多床室のプライバシー保護のための改修補助 8 床 

・介護療養病床からの介護老人保健施設等への転換補助 

165 床 

〈令和２年度〉 

・地域密着型介護老人福祉施設（併設ｼｮー ﾄ含む）  35 床（1カ所） 

・認知症高齢者グループホーム      36 床（2カ所） 

・介護療養病床からの介護老人保健施設等への転換補助 

42 床 

・新型コロナウイルス感染拡大防止対策  69 施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：2030 年度までに施

設（民間高齢者施設を除く）16,600 床を確保（要介護認定

者数の 20.4％程度） 

→ 令和２年度末 14,213 床(要介護認定者数の 18％) 

（１）事業の有効性 
令和２年度末時点で 14,213 床の確保が完了している。引

き続き事業を継続することで施設整備を進める。 
（２）事業の効率性 
 第８次介護保険事業支援計画に基づき、圏域ごとに必要

なサービスについて協議を行い、効率的な施設整備を行う。 
その他  
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（事業区分 5：介護従事者の確保に関する事業） 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.2】 

介護人材マッチング機能強化事業（参入

促進） 

【総事業費】 

6,609 千円 

事業の対象となる区域 和歌山、那賀、橋本、有田、御坊、田辺、新宮の各区域 

事業の実施主体 和歌山県（県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 4年 3月 31 日 

■継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：令和 5年度末における介護職員需給差(802

人)の縮小に向け、介護職員 300 人を増加する。 

事業の内容（当初計画） 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促

進のために、学校訪問や福祉の仕事出張講座、その他広報啓

発を実施。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

＜平成 29 年度、平成 30 年度＞ 

学校訪問件数 210 校 

福祉の仕事出張講座開催数 20 校 

学生向けパンフレット 18,000 部配布 

県内高校出身者向けＤＭ発送 5,200 部 

＜令和元年度、令和２年度＞ 

学校訪問件数 210 校 

福祉の仕事出張講座開催数 20 校 

学生向けパンフレット 12,000 部配布 

アウトプット指標（達成

値） 

＜平成 29 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜平成 30 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和元年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和２年度＞ 

学校訪問件数 74 校 

福祉の仕事出張講座開催数 ４校 

学生向けパンフレット 19,000 部配布 
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事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員 300 人増加の目標に対し年平均 1,219 人増加した 

令和２年度介護サービス従事者数（推測値）25,400 人（年

平均 1,219 人増加） 

（１）事業の有効性 

アウトカム指標については介護職員が 1,219 人増加し目標

を達成。 
アウトプット指標については、学校訪問件数・出張講座開講

数ともに新型コロナウイルスの感染拡大の影響等により目

標値を下回った。令和３年度においては、効果的・効率的な

実施に向けた取組を進め、目標値の達成を目指していく。 
（２）事業の効率性 

社会福祉法第 93 条第 1 項に基づき指定している和歌山県福

祉人材センターへ委託することで、効率的かつ効果的に事業

が実施できる。 

その他 ＜平成 29 年度＞ 

平成 28 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 29 年度

事業費は未執行 

＜平成 30 年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 30 年度

事業費は未執行 

＜令和元年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、令和元年度

事業費は未執行 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.3】 

介護人材マッチング機能強化事業（職場

体験） 

【総事業費】 

2,602 千円 

事業の対象となる区域 和歌山、那賀、橋本、有田、御坊、田辺、新宮の各区域 

事業の実施主体 和歌山県（県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 4年 3月 31 日 

■継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：令和 5年度末における介護職員需給差(802

人)の縮小に向け、介護職員 300 人を増加する。 

事業の内容（当初計画） 若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした福祉・介

護の職場体験の機会を提供 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

＜平成 29 年度、平成 30 年度＞ 

職場体験受入人数 100 人 

うち福祉分野への就職者数 30 人 

＜令和元年度、令和２年度＞ 

職場体験受入人数 80 人 

うち福祉分野への就職者数 25 人 

アウトプット指標（達成

値） 

＜平成 29 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜平成 30 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和元年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和２年度＞ 

職場体験受入人数 10 人 

うち福祉分野への就職者数 1人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員 300 人増加の目標に対し年平均 1,219 人増加した 

令和２年度介護サービス従事者数（推測値）25,400 人（年

平均 1,219 人増加） 

（１）事業の有効性 

アウトカム指標については介護職員が 1,219 人増加し目標

を達成。 
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アウトプット指標については、新型コロナウイルス感染拡大

の影響等により受入人数が目標値の約１／８程度にとどま

ったため、就職者数についても、これに比例し目標値を大き

く下回った。令和３年度においては、受入人数の増加に結び

つくよう、周知方法の見直しに加え、新型コロナウイルス感

染予防に係る体験内容の見直しなど、体験参加者や受入事業

所の双方が安心して事業を実施できるような体制を整理し

ながら、引き続き体験を通じた福祉分野への就職者数の増加

を図る。 
（２）事業の効率性 

社会福祉法第 93 条第 1 項に基づき指定している和歌山県福

祉人材センターへ委託することで、効率的かつ効果的に事業

が実施できる。 

また、受入事業所と、連絡を密にして体験希望者を受入れる

ことで、事業を効率的に行うことができた。 

その他 ＜平成 29 年度＞ 

平成 28 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 29 年度

事業費は未執行 

＜平成 30 年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 30 年度

事業費は未執行 

＜令和元年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、令和元年度

事業費は未執行 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.4】 

介護人材確保対策事業 

【総事業費】 

18,290 千円 

事業の対象となる区域 和歌山、那賀、橋本、有田、御坊、田辺、新宮の各区域 

事業の実施主体 和歌山県 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 4年 3月 31 日 

■継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：令和 5年度末における介護職員需給差(802

人)の縮小に向け、介護職員 300 人を増加する。 

事業の内容（当初計画） 県内の高等学校の学生を対象に、介護に関する基礎的な知識

と技術を習得する機会を提供。施設・事業所関連の団体等及

び高等学校と連携し、就職を希望する高校生に対し、介護資

格（介護職員初任者研修課程）取得を支援。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

＜平成 29 年度、平成 30 年度＞ 

資格取得者数：高校生 240 人 

＜令和元年度、令和２年度＞ 

資格取得者数：高校生 150 人 

アウトプット指標（達成

値） 

＜平成 29 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜平成 30 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和元年度＞ 

資格取得者数：高校生 115 人 

＜令和２年度＞ 

資格取得者数：高校生 76 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員 300 人増加の目標に対し年平均 1,219 人増加した 

令和２年度介護サービス従事者数（推測値）25,400 人（年

平均 1,219 人増加） 

（１）事業の有効性 

アウトカム指標については、就職を希望する県内の高等学校

の生徒に対し初任者研修を修了する機会を創出することに

より、介護職員 300 人増加の目標に対し年平均 1,219 人増加

した。 
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アウトプット指標については、就職を希望する県内の高等学

校の生徒 82 名に対し、初任者研修受講の機会を創出できた

ものの、修了者数が伸び悩み、目標値には達しなかった。令

和３年度は新型コロナウイルス感染拡大防止策を徹底しつ

つ、研修受講機会を確保するとともに、研修実施機関と連携

をとることで修了者数の増加を図る。 

（２）事業の効率性 

指定研修事業者と高等学校・介護事業所法人が連携して初任

者研修を行うことで、研修の実施を効率的にすることができ

た。 

その他 ＜平成 29 年度＞ 

平成 28 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 29 年度

事業費は未執行 

＜平成 30 年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 30 年度

事業費は未執行 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.5】 

中高年齢者マッチング事業 

【総事業費】 

6,908 千円 

事業の対象となる区域 和歌山、那賀、橋本、有田、御坊、田辺、新宮の各区域 

事業の実施主体 和歌山県（県社会福祉協議会・県介護普及センターへ委託） 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 3年 3月 31 日 

□継続 ／ ■終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：令和 5年度末における介護職員需給差(802

人)の縮小に向け、介護職員 300 人を増加する。 

事業の内容（当初計画） 介護未経験の中高年齢者等が地域の介護職場で就労の際に

求められる最低限度の知識・技術等を学ぶことができる研修

会を実施するとともに、研修受講者の就労までのマッチング

を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

＜平成 29 年度、平成 30 年度＞ 

研修会への参加者数 200 人（研修会 10 回×20 人） 

就職マッチング   200 人 

＜令和元年度、令和２年度＞ 

研修会への参加者数 50 人 

就職マッチング   10 人 

アウトプット指標（達成

値） 

＜平成 29 年度＞ 

研修会への参加者数 47 人 

就職マッチング   10 人 

＜平成 30 年度＞ 

研修会への参加者数 18 人 

就職マッチング   1 人 

＜令和元年度＞ 

研修会への参加者数 42 人 

就職マッチング   7 人 

＜令和２年度＞ 

研修会への参加者数 12 人 

就職マッチング   2 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員 300 人増加の目標に対し年平均 1,219 人増加した 

令和２年度介護サービス従事者数（推測値）25,400 人（年

平均 1,219 人増加） 
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（１）事業の有効性 

アウトカム指標においては介護職員 300 人増加の目標に対

し年平均 1,219 人を達成。 

アウトプット指標については、研修会参加者 12 人に対し就

労マッチングを行い、一定程度の効果は得られたものの、新

型コロナウイルス感染拡大の影響で中止した研修もあり、目

標には到達しなかった。そのため、令和３年度は、新型コロ

ナウイルス感染拡大防止策を徹底しつつ、研修既受講者に対

しても就職相談会への参加を呼びかけること等により就職

マッチング数の増加を図る。 

（２）事業の効率性 

社会福祉法第 93 条第 1 項に基づき指定している和歌山県福

祉人材センター及び介護分野における様々な研修実績のあ

る県介護普及センターへ委託することで、効率的かつ効果的

に事業が実施できる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.6】 

福祉・介護人材マッチング機能強化事業

（人材マッチング） 

【総事業費】 

27,531 千円 

事業の対象となる区域 和歌山、那賀、橋本、有田、御坊、田辺、新宮の各区域 

事業の実施主体 和歌山県（県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 4年 3月 31 日 

■継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：令和 5年度末における介護職員需給差(802

人)の縮小に向け、介護職員 300 人を増加する。 

事業の内容（当初計画） 和歌山県福祉人材センターに専門員を配置し、合同就職説明

会の開催や求人情報の提供等を実施（大規模 5回、小規模 8

回） 

介護事業所実態調査の実施 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

＜平成 29 年度、平成 30 年度＞ 

合同就職説明会 

 来場者数 700 人（大規模 500 人、小規模 200 人） 

 就職者数 70 人（大規模 50 人、小規模 20 人） 

福祉人材センターによる就職マッチング 170 人 

＜令和元年度、令和２年度＞ 

合同就職説明会 

 来場者数 500 人（大規模 350 人、小規模 150 人） 

 就職者数 50 人（大規模 35 人、小規模 15 人） 

アウトプット指標（達成

値） 

＜平成 29 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜平成 30 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和元年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和２年度＞ 

合同就職説明会 

 来場者数 134 人（大規模 122 人、小規模 12 人） 

 就職者数 15 人（大規模 12 人、小規模 3人） 
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事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員 300 人増加の目標に対し年平均 1,219 人増加した 

令和２年度介護サービス従事者数（推測値）25,400 人（年

平均 1,219 人増加） 

（１）事業の有効性 

アウトカム指標については介護職員が 1,219 人増加し目標

を達成。 
アウトプット指標について、来場者数・就職者数ともに目標

値を大きく下回った。令和３年度においては、新聞・テレビ・

地方機関誌等を活用した積極的な広報を拡充し来場者の増

加を図るとともに、求人事業所と求職者がスムーズに面談が

できるよう、運営力の向上を進め、就職者数の増加を図る。 
（２）事業の効率性 
社会福祉法第 93 条第 1 項に基づき指定している和歌山県福

祉人材センターへ委託することで、効率的かつ効果的に事業

が実施できている。 
合同就職説明会等の実施方法については、感染拡大防止を徹

底したうえで、より効果的かつ安全な実施な方法を検討して

いく必要がある。 
その他 ＜平成 29 年度＞ 

平成 28 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 29 年度

事業費は未執行 

＜平成 30 年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 30 年度

事業費は未執行 

＜令和元年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、令和元年度

事業費は未執行 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.7】 

福祉・介護人材マッチング機能強化事業

（キャリアアップ） 

【総事業費】 

942 千円 

事業の対象となる区域 和歌山、那賀、橋本、有田、御坊、田辺、新宮の各区域 

事業の実施主体 和歌山県（県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 4年 3月 31 日 

■継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：令和 5年度末における介護職員需給差(802

人)の縮小に向け、介護職員 300 人を増加する。 

事業の内容（当初計画） 国家資格取得等のための勉強会を開催（年 43 回） 

（介護福祉士、社会福祉士、介護支援専門員など） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

参加者のべ 600 人（43 回開催） 

国家資格取得者数 20 人 

アウトプット指標（達成

値） 

＜平成 29 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜平成 30 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和元年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和２年度＞ 

参加者のべ 178 人（16 回開催） 

国家資格取得者数 13 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員 300 人増加の目標に対し年平均 1,219 人増加した 

令和２年度介護サービス従事者数（推測値）25,400 人（年

平均 1,219 人増加 

（１）事業の有効性 

アウトカム指標については介護職員が 646 人増加し目標を

達成。 
アウトプット指標については目標値には達していないもの

の、参加者のべ数に占める国家資格取得者数の割合は、目標

値（ 20/600＝3%）に対して、達成値（13/178＝7%）とな

っており、達成率は増加している。令和３年度においても、

新型コロナウイルス感染防止対策を徹底しつつ参加者の絶
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対数を増加させるよう勉強会の周知方法や内容について改

善を図ることにより、資格取得者数の増加を図る。 
（２）事業の効率性 

社会福祉法第 93 条第 1 項に基づき指定している和歌山県福

祉人材センターへ委託することで、効率的かつ効果的に事業

が実施できる。 

その他 ＜平成 29 年度＞ 

平成 28 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 29 年度

事業費は未執行 

＜平成 30 年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 30 年度

事業費は未執行 

＜令和元年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、令和元年度

事業費は未執行 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.8】 

介護人材キャリアアップ研修事業 

【総事業費】 

4,368 千円 

事業の対象となる区域 和歌山、那賀、橋本、有田、御坊、田辺、新宮の各区域 

事業の実施主体 和歌山県（県介護普及センター、県介護支援専門員協会等へ

委託） 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 4年 3月 31 日 

■継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：令和 5年度末における介護職員需給差(802

人)の縮小に向け、介護職員 300 人を増加する。 

事業の内容（当初計画） ＜平成 29 年度、平成 30 年度＞ 

① 介護職員等がたんの吸引等の医療的ケアを、施設等にお

いて提供するため、適切にたんの吸引等を行うことがで

きるよう養成。 

② 介護職員等がたんの吸引等を実施するために必要な研修

における、指導者養成及び資質の向上を図るための研修

を実施。 

③ 新任職員及び中堅職員に対して必要となる知識を習得さ

せる研修及びサービス提供責任者など介護サービス従事

者を対象に必要な知識と技術を習得させる研修を実施。 

④ 介護支援専門員資質向上研修の講師・ファシリテーター

に対しファシリテーション研修を実施するとともに、研

修向上委員会を開催し、介護支援専門員法定研修の質の

向上を図る。 

⑤  特別養護老人ホーム等の介護保険施設の職員に対して、

歯科専門職（歯科医師・歯科衛生士）が歯科口腔保健の

重要性や口腔ケアの手技等の研修を行う。 

＜令和元年度、令和２年度＞ 

① 介護職員等がたんの吸引等を実施するために必要な研修

における、指導者養成及び資質の向上を図るための研修

を実施。 

② 新任職員及び中堅職員に対して必要となる知識を習得さ

せる研修及びサービス提供責任者など介護サービス従事

者を対象に必要な知識と技術を習得させる研修を実施。 

③ 介護支援専門員資質向上研修の講師・ファシリテーター  

に対しファシリテーション研修を実施し、介護支援専門員
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法定研修の質の向上を図る。 

④ 特別養護老人ホーム等の介護保険施設の職員に対して、

歯科専門職（歯科医師・歯科衛生士）が歯科口腔保健の

重要性や口腔ケアの手技等の研修を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

＜平成 29 年度、平成 30 年度＞ 

① 喀痰吸引等研修による認定特定行為従事者の養成 390 

人 

② 喀痰吸引等研修における指導者の養成 30 人 

③ 新任職員研修 60 人 

  中堅職員研修 50 人 

  介護職員テーマ別研修 190 人 

  サービス提供責任者研修 90 人 

④ 介護支援専門員ファシリテーター研修 ５０人 

  介護支援専門員研修向上委員会 1 回 

⑤  実施施設数 5区域 

＜令和元年度、令和２年度＞ 

① 喀痰吸引等研修における指導者の養成 30 人 

② 新任職員研修 20 人 

  中堅職員研修 30 人 

  介護職員テーマ別研修 240 人 

  サービス提供責任者研修 90 人 

③ 介護支援専門員ファシリテーター研修 50 人 

④  研修受講者数 20人 

アウトプット指標（達成

値） 

＜平成 29 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜平成 30 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和元年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和２年度＞ 

① 喀痰吸引等研修における指導者の養成 28 人 

② 新任職員研修 0 人 ※中止 

  中堅職員研修 8 人 

  介護職員テーマ別研修 40 人 

  サービス提供責任者研修  58 人 

③ 介護支援専門員ファシリテーター研修 0 人 ※中止 

④ 研修受講者数 0 人 ※中止 
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事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員 300 人増加の目標に対し年平均 1,219 人増加した 

令和２年度介護サービス従事者数（推測値）25,400 人（年

平均 1,219 人増加 

（１）事業の有効性 

アウトカム指標については介護職員が 1,219 人増加し目標

を達成。 
アウトプット指標については、介護職員に対する喀痰吸引等

研修における指導者の養成や、高齢者介護のチームづくり及

び地域組織づくりリーダーの養成、介護支援専門員の専門性

が向上し、介護従事者の資質の向上を図ることができたもの

の、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、受講者数や

開催回数が目標値に達していない研修もあった。令和３年度

は、オンラインを活用した研修の実施など新型コロナウイル

ス感染拡大防止策を徹底したうえで受講者数を伸ばすため、

日程等を見直すなど受講しやすい研修づくりを進めていく。 
（２）事業の効率性 

喀痰吸引等研修における指導者の養成については、演習にお

いて、講師と指導者となる看護師が一緒に喀痰吸引等の手技

の指導方法を確認することで、より効果的な研修になってい

る。 

また、介護職員の経験に合わせた階層別研修や、介護職員が

日々の業務において直面する問題を取り扱ったテーマ別研

修などでは、受講者ごとに必要な研修を行うことで、介護職

員の資質向上を効率的に行うことができた。 

その他 ＜平成 29 年度＞ 

平成 28 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 29 年度

事業費は未執行 

＜平成 30 年度＞ 

平成27年度及び平成28年度積立分を活用し事業を行ったた

め、平成 30 年度事業費は未執行 

＜令和元年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、令和元年度

事業費は未執行 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.9】 

福祉・介護人材マッチング機能強化事業

（潜在的有資格者の再就業促進） 

【総事業費】 

3,919 千円 

事業の対象となる区域 和歌山、那賀、橋本、有田、御坊、田辺、新宮の各区域 

事業の実施主体 和歌山県（県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 4年 3月 31 日 

■継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：令和 5年度末における介護職員需給差(802

人)の縮小に向け、介護職員 300 人を増加する。 

事業の内容（当初計画） ＜平成 29 年度、平成 30 年度＞ 

潜在的有資格者に対する情報提供、研修などを実施 

情報提供回数 年 4回 

研修実施回数 4 回 

＜令和元年度、令和２年度＞ 

潜在的有資格者に対する情報提供、研修などを実施 

情報提供回数 年 4回 

研修実施回数 3 回 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

＜平成 29 年度、平成 30 年度＞ 

情報提供希望者数 1,300 人 

研修参加者 70 人 

再就職者数 20 人 

＜令和元年度、令和２年度＞ 

研修参加者 70 人 

再就職者数 20 人 

アウトプット指標（達成

値） 

＜平成 29 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜平成 30 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和元年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和２年度＞ 

研修参加者 27 人 

再就職者数 1人 
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事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員 300 人増加の目標に対し年平均 1,219 人増加した 

令和２年度介護サービス従事者数（推測値）25,400 人（年

平均 1,219 人増加 

（１）事業の有効性 

アウトカム指標については介護職員が 1,219 人増加し目標

を達成。 
アウトプット指標については、研修参加者・再就職者数とも

に目標値に届かなかった。令和３年度においては、新型コロ

ナウイルス感染拡大防止を徹底しつつ、再度、情報提供から

再就職までのマッチングの過程を精査するとともに、課題と

なる事項を把握及び解消することにより、就職者数の増加を

図る。 
（２）事業の効率性 

社会福祉法第 93 条第 1 項に基づき指定している和歌山県福

祉人材センターへ委託することで、効率的かつ効果的に事業

が実施できる。 

その他 ＜平成 29 年度＞ 

平成 28 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 29 年度

事業費は未執行 

＜平成 30 年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 30 年度

事業費は未執行 

＜令和元年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、令和元年度

事業費は未執行 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.10】 

認知症地域支援人材育成研修事業 

【総事業費】 

8,915 千円 

事業の対象となる区域 和歌山、那賀、橋本、有田、御坊、田辺、新宮の各区域 

事業の実施主体 和歌山県 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 4年 3月 31 日 

■継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標： 

①認知症診療に習熟し、かかりつけ医への助言その他の支

援、医療従事者に対して、地域包括支援センターとの連携

役の養成や、認知症の疑いがある人に早期に気づき、早期

に専門的なケアにつなげる等医療現場において適切な対

応ができる体制の整備・充実を図る。 

②高齢者介護実務者及びその指導的立場にある者について、

適切な認知症介護に関する知識・技術の修得・充実を図る。 

事業の内容（当初計画） ① 認知症サポート医の養成、認知症サポート医のフォロー

アップ研修、病院勤務医療従事者、歯科医師、薬剤師及

び看護職員向け認知症対応力向上研修の実施 

②認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図るため、高

齢者介護の指導的立場にある者や介護実践者、サービス事

業の管理的立場または、代表者的立場にある者に対して、

必要な知識や技術を修得させる研修を実施。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

① 認知症サポート医 7 人養成 

 認知症診療医フォローアップ研修 1回開催（60 人程度） 

一般病院勤務の医療従事者向け研修2回開催（200人程度） 

 歯科医師認知症対応力向上研修 2 回開催（80 人程度） 

 薬剤師認知症対応力向上研修 2 回開催（100 人程度） 

 看護職員認知症対応力向上研修 1 回開催（100 人程度） 

②認知症介護サービス事業開設者研修 20 人 

 認知症対応型サービス事業管理者研修 100 人 

 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 30 人 

認知症介護基礎研修 200 人 

認知症介護指導者フォローアップ研修 2 人 

 認知症介護指導者スキルアップ事業 50 人 

アウトプット指標（達成

値） 

＜平成 29 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 
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＜平成 30 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和元年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和２年度＞ 

① 認知症サポート医 ４人養成 

 認知症診療医フォローアップ研修 コロナのため中止 

一般病院勤務の医療従事者向け研修 ２回開催（86 人） 

 歯科医師認知症対応力向上研修  ２回開催（41 人） 

 薬剤師認知症対応力向上研修 ２回開催（89 人） 

 看護職員認知症対応力向上研修２回開催（80 人） 

② 認知症介護サービス事業開設者研修 コロナのため中止 

 認知症対応型サービス事業管理者研修 43 人 

 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 8 人 

認知症介護基礎研修  20 人 

認知症介護指導者フォローアップ研修  1 人 

 認知症介護指導者スキルアップ事業 43 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

認知症サポート医 養成 72 人 

（１）事業の有効性 
①新型コロナウイルス感染症拡大の影響による研修のオン

ライン化や研修開催回数の減などにより、受講者数の目標値

を下回ったが、認知症サポート医を新たに 4 人養成するな

ど認知症の状況に応じた支援体制の構築や病院における認

知症の方への支援体制の強化をすることができた。 
なお、目標値を大きく下回った一般病院勤務の医療従事者

（目標 200 人→達成 86 人）及び歯科医師向け研修（目標  

80 人→達成 41 人）については、引き続き、周知と内容の充

実に努める。 
②認知症高齢者の増加が見込まれていることから、高齢者介

護実務者及びその指導的立場にある者が、適切な認知症介護

に関する知識・技術を修得することで、介護サービスの質の

確保を図ることができた。 
認知症対応型サービス事業開設者研修、認知症対応型サー

ビス事業管理者研修、小規模多機能型サービス等計画作成担

当者研修については新型コロナウイルス感染症拡大の影響

による研修開催回数の減などにより、目標値を下回ったが、
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地域密着型サービスの要件であるため引き続き周知と内容

の充実に努める。 
（２）事業の効率性 
①サポート医、かかりつけ医、病院勤務の医師・看護師、 
歯科医師、薬剤師及び看護職員、それぞれに対して必要な研

修を行うにあたり関係団体に事業を委託することにより、効

率的な研修を実施できた。 
②過去に研修実施実績があり、研修実施のノウハウがある団

体へ委託することで効率的な実施をすることができた。 
また、認知症介護サービス事業開設者研修、認知症対応型サ

ービス事業管理者研修及び小規模多機能型サービス等計画

作成担当者研修については、研修の受講要件である認知症介

護実践者研修の終了後に、研修を実施することで効果的に実

施することができた。 

その他 ＜平成 29 年度＞ 

平成 28 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 29 年度

事業費は未執行 

＜平成 30 年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 30 年度

事業費は未執行 

＜令和元年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、令和元年度

事業費は未執行 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.11】 

福祉・介護人材マッチング機能強化事業

（定着促進） 

【総事業費】 

3,811 千円 

事業の対象となる区域 和歌山、那賀、橋本、有田、御坊、田辺、新宮の各区域 

事業の実施主体 和歌山県 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 4年 3月 31 日 

■継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：令和 5年度末における介護職員需給差(802

人)の縮小に向け、介護職員 300 人を増加する。 

事業の内容（当初計画） 福祉事業所の職場環境に関する訪問相談や経営者向けセミ

ナー等を実施 

 セミナー実施回数 5 回 

 テーマ案 効果的な求人方法、執務環境改善など 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

＜平成 29 年度、平成 30 年度＞ 

事業所訪問件数 のべ 150 件 

経営者セミナー参加者 150 人 

（他、研修参加法人の効果測定をアンケートにより実施予

定） 

＜令和元年度、令和２年度＞ 

経営者セミナー参加者 150 人 

（他、研修参加法人の効果測定をアンケートにより実施予

定） 

アウトプット指標（達成

値） 

＜平成 29 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜平成 30 年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和元年度＞ 

事業費未執行のため実績なし 

＜令和２年度＞ 

経営者セミナー参加者 74 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員 300 人増加の目標に対し年平均 1,219 人増加した 

令和２年度介護サービス従事者数（推測値）25,400 人（年

平均 1,219 人増加 
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（１）事業の有効性 

アウトカム指標については介護職員が 1,219 人増加し目標

を達成。 
アウトプット指標については目標値を下回った。令和３年度

については介護助手の活用等の職員の負担軽減に繋がるよ

うなテーマを選定し、参加者数の増加や参加者の満足度向上

を図る。 
（２）事業の効率性 

社会福祉法第 93 条第 1 項に基づき指定している和歌山県福

祉人材センターへ委託することで、効率的かつ効果的に事業

が実施できている。 

その他 ＜平成 29 年度＞ 

平成 28 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 29 年度

事業費は未執行 

＜平成 30 年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、平成 30 年度

事業費は未執行 

＜令和元年度＞ 

平成 27 年度積立分を活用し事業を行ったため、令和元年度

事業費は未執行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


